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モニタリング結果報告書

平成２１年８月

モニタリングの対象 健康な献血者の確保を図り、血液製剤の国内自給、使用適正化
となる施策目標 を推進し、安全性の向上を図ること

１．政策体系上の位置付け

基本目標 Ⅰ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進す
ること

施策目標 ７ 安全で安心な血液製剤を安定的に供給すること

施策目標 ７－１ 健康な献血者の確保を図り、血液製剤の国内自給、使用
適正化を推進し、安全性の向上を図ること

個別目標１ 健康な献血者の確保を図り、献血により安全な血液製剤が
需要に応じて適切に供給されるようにするとともに、血液
製剤の国内自給及び適正使用の推進を図ること

（評価対象事務事業）
・献血推進基盤整備事業
・献血構造改革推進事業

施策の概要（目的・根拠法令等）
１．目的

安全な血液製剤の安定供給の確保等を目的として、献血の推進に関する計画を策定し、
血液製剤の安全性の向上、安定供給の確保及び適正使用の推進を図る。
２．根拠法令等

○安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（昭和３１年法律第１６０号）
○血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を図るための基本的な方針（平成２０

年厚生労働省告示第３２６号）
○平成２１年度の献血の推進に関する計画（平成２１年厚生労働省告示第１０５号）
○平成２１年度の血液製剤の安定供給に関する計画について（平成２１年厚生労働省

告示第１０６号）
主管部局・課室 医薬食品局血液対策課
関係部局・課室

２．施策目標に係る指標等
施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 安定供給に必要な血液量の確保率 92.1％ 99.0％ 94.0％ 97.8％ 100.2

（単位：％） 【 102 . 【 110 . 【 104 . 【 108 . 【 111 .
（９０％以上／毎年度） 3％】 0％】 4％】 7％】 3%】

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、日本赤十字社調べによる（別添参照）。なお、「安定供給に必要な血液量」

は、国が毎年度策定する献血の推進に関する計画（以下「献血推進計画」という。）
によるが、当該計画では、供給不足を防止する観点から、実際の需要量よりも大きい
数値を目安として設定しているため、概ね水準の９０％を達成すると適正な需給バラ
ンスが実現するものである。

３．個別目標に係る指標等
個別目標１

（Ⅰ－７－１）
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（Ⅰ－７－１）

健康な献血者の確保を図り、献血により安全な血液製剤が需要に応じて適切に供給さ
れるようにするとともに、血液製剤の国内自給及び適正使用の推進を図ること
個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 安定供給に必要な血液量の確保率 92.1％ 99.0％ 94.0％ 97.8％ 100.2

（単位：％） 【 102 . 【 110 . 【 104 . 【 108 . 【 111 .
（９０％以上／毎年度） 3％】 0%】 4％】 7％】 3%】
※施策目標にかかる指標１と同
じ。

２ アルブミン製剤の供給量（単位： 43,219 41,967 41,072 39,157 36,657
kg） ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ ㎏
（前年度未満／毎年度） 【 100 . 【 103 . 【 102 . 【 104 . 【 106 .

1%】 0％】 2％】 9％】 8％】
（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、日本赤十字社調べによる（別添参照）。なお、「安定供給に必要な血液量」

は、国が毎年度策定する献血推進計画によるが、当該計画では、供給不足を防止する
観点から、実際の需要量よりも大きい数値を目安として設定しているため、概ね水準
の９０％を達成すると適正な需給バランスが実現するものである。

・指標２は、薬事・食品衛生審議会血液事業部会資料による。Ｈ１６～Ｈ１９は年度実
績、Ｈ２０は暦年実績である。適正使用の推進によりアルブミン製剤の使用量は年々
減少している。
※ アルブミン製剤：代表的な血漿分画製剤で、事故などで大けがをして大量の出血

があり、ショック状態に陥ったときや、熱傷（やけど）、肝臓病、腎臓病などの治
療に使われる。

※ 我が国における血液製剤の供給体制は、医療機関からの需要に応じてその都度供
給される体制になっていることから、血液製剤の使用量と供給量はほぼ同一となる。

個別目標を達成するための事務事業（評価対象事務事業）の評価
事務事業名 献血推進基盤整備事業

平成２０年度 ２６９百万円（補助割合：[国１／２][日本赤十字社１／２]）
予算額等 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）

平成２０年度 平成２１年１０月頃確定予定
決算額

本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室）、検疫所
実 施 主 体 都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人

その他（日本赤十字社）
事業の概要・必要性（事業の目的、対象、事業内容、事業の必要性等）
血液製剤を国内献血により確保するという目標（国内自給）の達成に向け、成分献血、

４００ｍＬ献血の受入態勢の整備や、継続的に献血に協力いただける方の確保を目的と
して、各種講演会を実施し、献血者の献血履歴や健康管理に資するための検査成績を携
帯電話やパソコンでの照会を可能とする等、より効果的・効率的な事業運営を行ってい
く。
政府決定・重要施策との関連性

なし

事業(予算)実績等 H１６ H1７ H1８ H1９ H２０
予算推移（補正後） ４５２ ２９７ ３１３ ２７４ ２６９

（百万円）
予算上事業数等 － ４７ ４７ ４７ ４７

講演回数（回）

事業実績数等 － ６１ ８０ ８０ ８６
講演回数（回）

実施状況の評価と今後の課題（改善点については期限を示す。）
成分献血、４００ｍＬ献血及び複数回献血者を対象とした重点的な普及啓発活動によ
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（Ⅰ－７－１）

り、平成２０年における献血者数は、平成１９年の４９４万人から５０８万人と、前年
より１４万人増加し、また、献血量も１８９万リットルから１９７万リットルと、８万
リットル増加したことから、効果的に当該事業を推進できていると評価できる。

今後は、血液事業に関する講演会のみならず、ＡＥＤの使用方法や栄養相談等の献血
者の興味を引くような事業を実施し、献血者の確保を図る方針である。

※ 本事業は、平成１７年度から予算化された事業であることから、平成１６年度の「予
算事業数等」及び「事業実績数等」は記載していない。

事務事業名 献血構造改革推進事業
平成２０年度 ９０百万円
予算額等 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）

平成２０年度 ８９百万円
決算額

実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室）、検疫所
都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

事業の概要・必要性（事業の目的、対象、事業内容、事業の必要性等）
近年、献血者数は減少傾向にあり、将来にわたって血液を安定的に供給していくため、

平成１７年度より「献血構造改革」として、若年層、集団献血、複数回献血者に重点を
置いた活動を展開している。その中でも、特に将来の献血者である若年層の献血者の減
少が著しくなっていることから、若年層に重点を置いて幅広く献血に関する情報を伝え、
若年層への普及啓発の充実・強化を図りつつ献血の推進に取り組むものである。

また、わが国のアルブミン製剤の使用量はかつて世界生産量の１／３に達し、自国で
使用する血液は自国で賄うというＷＨＯの原則との関係において問題となったが、その
後医療機関における適正使用の推進により減少傾向が見られたものの、いまだ諸外国に
比べ使用量が多い状態が続いている。このため、安全な血液製剤の安定供給の確保等に
関する法律第９条に基づき定められる基本方針（「血液製剤の安全性の向上及び安定供
給の確保を図るための基本的な方針」）において、血液製剤の適正使用における安全性
の向上や取組の基本的な方向が明らかにされており、これにより血液製剤の適正使用の
一層の推進に取り組むものである。
政府決定・重要施策との関連性

事業(予算)実績等 H１６ H1７ H1８ H１９ H２０

予算推移（補正後） ７２ ９２ ９０
（百万円）

予算上事業数等 ５，９７０ ５，９７０ ６，２２９
高校教員用・高校３
年生用テキスト送付
ヶ所数（ヶ所）

事業実績数等 ６，２２９ ６，１１９ ６，１０６
高校教員用・高校３
年生用テキスト送付
ヶ所数（ヶ所）

実施状況の評価と今後の課題（改善点については期限を示す。）
「献血構造改革」として、「若年層」、「集団献血」、「複数回献血者」を対象とした重

点的な普及啓発活動により、「集団献血」、「複数回献血者」は増加してきているが、１
０歳代・２０歳代の若年層献血者の減少傾向が依然として続いていることを受けて、平
成２０年９月から「献血推進のあり方に関する検討会」を設置し、検討を行った。

その結果、多くの具体的かつ重要な提言が報告書としてまとめられたことから、今後、
「高校生献血のあり方」、「学校教育における啓発」等について関係者を交えて明確な
目標を定めた行動計画の策定を検討する。

また、平成２０年度においては血液製剤の使用指針の一部改正等を実施し、血液製剤
の適正使用における安全性の向上や取組の基本的な方向を明らかにしたところであり、
血液製剤の適正使用の一層の推進に取り組んでいくこととしている。
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（Ⅰ－７－１）

※本事業は、平成１８年度から予算化された事業であることから、平成１７年度以前の
「予算上事業数等」及び「事業実績数等」は記載していない。
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（Ⅰ－７－１）

（別 添）

献血者の推移
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